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1。はじめに

本誌に８回にわたって連枝された特集「防

災アセスメント」は、きわめて多彩、かつ豊

富な内容からなっている。この特集で「防災

アセスメント」とは、「一定の客観的､ 科学的

な分析手法により災害危険性を評価するこ

と」と定義され、主として定性的に危険性を

把握する「基礎アセスメント」 と、より科学

的に高度な分析手法を用いて定量的に危険性

を把握する「詳細アセスメント」に区分され

ている（金沢、1987）。 そしてこの特集には、

災害素因である地形・地質・上地利川等の各

種地図情報の詳細な解説が連載され、災害誘

因である集中豪雨、地震。火災等の解析方法

についても詳しく解説され、これらの資料を

活用した地方公共団体の「防災（基礎）アセ

スメント」の事例もいくつか紹介されている。

この特集を１冊の単行本に編集して出版した

ら、地域防災計画の確立に寄与するところが

大きいだろう。

２。環境アセスメントとの関係

「防災アセスメント」という概念は、おそ

らく環境アセスメントの防災版 として生れた

ものであろう。ところで日本で現在、法律に

ス メ ン ト 」〔「環 境1 杉響 評 価 の 実 施 に つ い て 」

（昭 和59 年 ８ 月2811 閣 議 決 定 ）〕と は 、1970 年 、

アメリカ合衆国で始めて制度化された「国家

環境政策法ＪＮａtｉｏｎａl ＥｎｖirｏｎｍｅｎtａＩ Ｐｏlicy

Ａｃt（Ｎ Ｅ Ｐ Ａ ）の 核 心 と な っ て い る Ｅｎｖirｏｎ-

ｍｅｎtａ Iｍｐａｃt Ａｓsｅｓｓｍｅｎtを導入したもの

で あ り 、 人 間 の 行 為 が 環 境 に 与 え る イ ン パ ク

ト （衝 撃 、 強 い 彫 響 ） を 事 前 に 予 測 、 評 価 す

る 制 度 と そ の た め の 技 法 を さ し て お り 、 環 境

庁 の 訳 語 「環 境 影 響 評 価 」 は 、 そ の 内 容 を 適

切 に表 現 し て い る。 と い う の は 、 慣 用 語 で あ

る 「環 境 ア セ ス メ ン ト 」 に 対 応 す る Ｅｎｖiｒｏｎ･

ｍｅｎtａＩ Ａssｅssｍｅｎt は 、「 人 間 の 行 為 」 と は 無

関 係 に 変 動 す る 環 境 の 状 況 （ バ ッ ク グ ラ ン

ド ） の 評 価 の 意 味 で 川 い ら れ て い る か らで あ

る 。 本 特 集 で 定 義 さ れ て い る 「 防 災 ア セ ス メ

ン ト 」 は 、 そ の 意 味 で は Ｅｎｖirｏｎｍｅｎtａｌ

ｌｍｐａｃt Ａsｓｅｓsｍｅｎt の 防 災 版 で は な く 、

Ｅｎｖirｏｎｍｅｎtａｌ Ａssｅｓｓｍｅｎt、 つ ま り 「 人 間 の

行 為 」 と は 無 関 係 に 変 動 す る環 境 の 状 況 の 評

価 の 防 災 版 （バ ッ ク グ ラ ウ ン ド と し て の 災 害

危 険 性 の 評 価 ） で は な い だ ろ う か 。 こ こ に 、

本 特 集 で 扱 わ れ て い る 「 防 災 の ア セ ス メ ン

ト 」 の 一 つ の 問 題 点 が あ り は し な い だ ろ う か 。

とこ ろ で 、 各 種 公 共 事 業 を 所 管 す る 各 省 庁

準 ず る 制度 とし て確 立 さ れ て い る 「環 境 ア セ　　 の 国 の 制 度化 に基 い た環 境 影響 評 価 の 技 術 指
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針は、環境庁 との詳細な協議を経て策定され

たが、予測・評価の対象となる「環境要素」

は、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、

土壌汚染、地盤沈下等、公害対策基本法で規

制されている典型７公害と、地形・地質、植

物、動物、景観、野外レクリエーションの自

然環境項日に限定され、地盤沈下以外の災害

項目は入っていない。いっぽう、国の制度化

以前に、条例・要綱等の形で環境1杉響評価を

制度化した多くの地方公共団体の技術指針等

をみても、災害項目を対象にしているのは、

川崎市（斜而崩壊、火災・爆 発等）、横浜市

（災害）。神奈川県（傾斜地の崩壌）の３団体

に過ぎない。環境アセスメントの御本尊であ

るアメリカ合衆国の住宅・都市開発省（ＨＵ

Ｄ）のマニュアルを兄ると、自然環境項目の

大半は、斜面の安定性、地盤支持力、液状化

等の災害項目であり、社会環境項目にも、給

水、暴風旧時の排水、道路の安全性 と形状と

いった災害頁目のウェイトが大きい。

この日米の環境要素のちがいは何に起因し

ているのだろうか。私見では、日本の縦割り

行政の影響が大 きいように思われる。災書項

目や放射能汚染。火災・爆発等は、環境影響

評価の元締であ る環境庁の所管外だからであ

る。しかし、現実には、比較的規模の小さい

民間宅地開発まで対象にしている川崎市の環

境影響評価では、住民の最大関心事は斜面崩

壊の危険性の評価だといわれている。 その矛

盾をどのように克服すればいいのだろうか。

３．インパクト・アセスメントとしての「防

災アセスメント」技法の開発

現在の縦割り行政の枠の中で、国や地方公

共団体の環境影響評価制度の中に、災害項目
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を追加するのは至難の業と言わざるを得ない。

ではどうすればいいか、筆者は、消防庁所管

の地域防災計画の中に、災害にインパクトを

与える開発行為を特定した「防災インパクト

・アセスメント」を導入す ることを提案した

い。筆者らは、高崎正義（財）日本地図 セン

ター理事長を委員長とする「束京圈丘陵地の

防災アセスメント」研究委員会を組織し、有

跋者たちの討議により、上記のような「防災

インパクト・アセスメント」の技法について

検討し、その成果を公表（（株）地域開発コン

サルタンツ、1988）したので、その竹子を紹

介し、「防災アセスメント」の今後の発展の

御参考に供したい。

欧米のような土地（特に居住地）の公共性

の観念に縁遠い日本では、大都市の地下の高

騰は凄じい。東京圈に代表される大都市圈の

人口圧は、相対的に地下の安い周辺丘陵地に

拡散され、公共・民闘の大規模住宅団地が、

丘陵の人工地形改変により造成されている。

ところが、このような人工地形改変に対する

法規制は必ずしも十分とはいえず、昭和53年

宮城県沖地震で仙台市近郊の造成地で災仲が

多発したような事例が、いつ、どこで起こる

か分らないのが実状である。

そのため筆者らは、宅地開発主体による企

画立案→基本計画→実施設計の流れと、これ

をチェックする行政機関による法的審査・許

可の段階に対応した「防災インパクト・アセ

スメントの位置づけを行った（図１．「防災

インパクト・アセスメント」は、事前調査・

予備調査段階における「第１次防災アセスメ

ント」と、開発雌本構想策定から実施設計に

いたる本調査期間の「第２次防災アセスメン
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図 １　宅地開 発計画の流 れと防 災アセ スメントの位置づけ

(地域開 発コンサ ルタン ツ、1988)



卜」に区分される。この両アセスメントの手

順を図２に示した。第一次防災アセスメント

は企両段階のアセスメントであり、環境庁の

「計画アセスメント」の防災版、つまり開発

による防災上 のマイナスのインパクトを最小

化し、プ ラスのインパクトを増大させるよう

な防災対策を、開発計画の初めの段階から計

画の中に担保するためのアセスメントである。

この手法は本特集の「防災アセスメント」の

「基礎アセスメント」にほぼ対応しているが、

開
発
計
画
の
流
れ
　
企
画
図
案
・
事
前
相
談

計画地域の地形概況調査

起伏髢，傾斜，開析度．
特殊地形(地すぺり地，
泥炭地など)，水系，
ため池．湧水地点．地下

アセスメントの実施主体は環境アセスメント

の場合と同様に、宅地開発主体で、行政機関

の審介を受けるのが立前と思われる。第一次

防災アセスメントは、「基礎アセスメント」

と同様に、地域の災害の素因や災害履歴を既

存資料により十分に調査し、災害危険度の大

きい地区を計画から除外することを目的 とす

る。そのためのチェックポイントを図３に例

示した。

「第２次防災アセスメント」は、環境（イン

計画地域の地餓・地質凋査

風化層，崩積土.谷暖低地の

堆晴物，地山の地質・断層・
破砕帯・節理・亀裂・阻 化の

陞度，透水性.地質搆心(推積

物や地山の地質の成層状況)

宅 地造成 扱の 災害ポテン
シ ールの予備調 氏

1:25,000程度の縮尺で災害

の発生ポテンシャルの評晧
地すべ り，崩壊，

地盤沈下．地震被山，

造成後の 地形，
地下水位の変化, 降川一

飛出プロセスの変化．など

第１次アセスメント

開 兇の際の留意点の まとめ

(場介によっては開発断念)

大縮尺地形図 の作成

第２次アセスメント

災害の形磐と危険度の図化

第１次アセスメントの岾匍こ基づき．

さらに調査して大卿尺図に記入

災害アセスメント図の作戊

災害髄歴調査 土地 利川調 査

吐会経済而からみた
開発の評価

既存の上地刊川
開発のメリ･フト

予備調轟時防 災アセ スメ ント

本調査畤防災フセスメント

造　 成　 設　 計　 図　 の　 作　 成

災害ポテンシャルかが高い箇所の処理法の挫示
造成地利用｡計画図の作成(地震災害は避けら

れないのでそれを見直した地利用計両を提
示する｡)

図 ２　防災アセスメントの手順フローチ ャート

(地域開 発コンサルタンツ、1988)
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パクト）アセスメントに対応し、基本設計、

実施設計をインパクトとするアセスメントで

あり、当然開発主体により調査・予測・評価

され、環境アセスメントの場合と同様に、開

発主体により「評価案」が作成され、地域住

民を対象にした公聴会を経て、しかるべき行

政機関により審査される性格のものである。

Ａ①

Ａ②

Ａ③

Ａ③

Ｂ①

Ｂ②

Ｂ②

Ｂ③

Ｂ③

Ｃ①

Ｃ①

その手法の参考資料として。既存の丘陵地の

典型的宅地災害の事例を「災害カタログ」 と

して分類・例示した（表l）。また、これらの

事例を整理した、施工方法と丘陵造成地災害

との対応関係のチェック項目リストを表２に、

表lで分類した丘陵地の典型的宅地災害事例

（災害カタログ）の形態を図４に例示した。

図 ３　開発不適地のチェックポイン ト

(地域開発コンサル タン ツ、1988 〉

７



表l　既往の丘陵地の典型的宅地災害の事例の分類（災害カタログ）

（地域 開発コンサルタンツ、1988 ）

災害の原因 1，川辺の自然斜面 ２　切土斜而 3、 盛 土斜 面

A.2.1（崩壊・崖崩れ）

A.2.2（崩壊性地すぺり）

A.3.1（崩壊・崖崩れ）

Λ.3.2（臨上の崩峡性地す

Ｂ 地麗災害 B.2.1（崩壊・崖崩れ）
B.2.2（地すべり）

1.3.1（崩墳
・崖崩れ）

1.3.2（盛土の崩娩性地すべり）
3.3.3（臨上基盤の地すべり）
1.3.4（不同沈下）
3.3.5（液状化）

Ｃ 地盤災占 C.3.1（圧密沈下）

C.3.2（吸湿による盛土の脆弱化）

C.3.3（破砕咢からの湧水）

A.1.1　周辺地城の豪雨災害例（崩嫡・崖崩れ）…………神奈川県藤野街

Ａ.|.2刷辺地域の豪雨災害例（地すべり）………………長崎豪雨

Ａ.|.3　周辺地域の蒙雨災名例（土石流）…………………長崎豪雨．災野県須坂市

Ａ,2.1　造成切土斜面の豪雨災害例（崩壊・崖崩れ）……抻奈川県藤野町

Ａ,3.1　造成盛土斜面の豪雨災害例（崩壊・崖崩れ）……東京都八王子市

B.|.l　周辺地域の地震災害例（崩壊・崖崩れ）…………伊豆半島沖地震

Ｂ1.2　川辺地域の地震災害例（地すべり）

B｡2.1　造成切上豕1而の地震災害例（崩壊・崖崩れ）････

B.3.1造成盛土創面の地震災害例（崩壊・崖崩れ）････

B.3.2 造成盛土斜面の地震災害例

(盛土の崩埴性地すべりl

ll.3.3 　造成盛土斜面の地袋災害例

(櫨上基盤の地すべり）

伊豆半鳥沖地震

伊豆大鳥近梅地 碇

寓峨県沖地震（緑が丘）

宮 城県沖地震（ 石山 ）

………… 宮城県沖地震（緑が 丘）

B｡3.4　造成盛土創面の地霖災害例（不同沈ド）…………宮城裂沖地震（南光台）

B｡3,5　造成盛土斜面の地袰災害例(液状化) ……… 千愛県沖地震（姉崎）

C,3.1造成盛土斜面の地盤災害例（圧密沈下）…………千葉県八千代市

Ｃ.3.2 造成盛上斜而の地盤災害例

（吸渡による感土の吮弱化） ……

C.3.　造成盛土斜面の地盤災害例

( 破砕帯からの湧水)

A｡1.2.Ｂ.!2.Ａ.2.2.B.2.2

奈良県 奈良 市郊 外

兵庫県宝 塚市

C.3.3

.3.2.11.3､2

B.3.3

図４　災害カタログで示した各種災害形態（表1に対応している）

（地域開 発コンサルタンツ、1988 ）
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表 ２ 丘陵造成地災害チェック項 目リスト

(地域開 発コンサルタンツ、1988)

４。むすび

本稿では、本誌の特集「防災アセ スメン

ト」の積極的意義を評価し、その発展方向と

して、日本で制度化された「環境インパクト

・アセスメント」に対応した宅地開発事業の

「防災インパクト・アセスメント」の技法に

ついて提案した。私見では、その審杏機関 と

しては、宅地開発等の開発主体と関係のない

第三者的な行政機関〔例えば国の公共事業で

は自治省、地方公共団体や民間の開発事業で

は、 地 方 公 共141体 の 第 三 者 的 な セ ク シ ョ ン

（例 えば 消防 防災 課）〕 が 担 当 す る の が 適 切

で は ない か と思 わ れ る。

参考文献

金沢和夫（1987 ）地域防災計画 と防 災 アセ スメ ン

ト、消防科学 と情報、N（110　3 ～8.
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